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Ⅱ．国内情勢 
 

１．わが国経済の動向 

 

日本経済は、2002年初から景気拡大局面が続き、2004年度後半には踊り場局面となったものの、回

復基調が続いている。民間消費や企業投資、輸出の増加が経済成長を支え、企業業績の回復が図られ

てきた。 

2001年以降、緩やかなデフレ状態が継続しているが、景気の回復に伴ってデフレ基調が和らぎ、デ

フレ脱却が近いと見られている。石油、原材料価格の高騰によって、輸入物価、企業物価は上昇傾向

となり、この影響が波及しつつあることから、消費者物価の下落幅も縮小傾向となっている。 

一方、アメリカの実質経済成長率は、2005年７～９月期の速報で前期比年率換算3.8％増となった。

大型ハリケーンや原油高の影響が懸念されていたが、好調な個人消費などに支えられ、底堅い成長を

続けている。また、中国の2005年７～９月期の実質国内総生産は、前年比9.4％増となった。輸出の鈍

化を相殺し、小売売上高、固定資産投資など、国内需要の好調が経済成長を支え、2006年も高成長が

続く見通しとなっている。ＥＵの景気改善傾向も鮮明になっており、世界経済の好調や円安傾向を受

け、日本の輸出も安定的に推移している。 

景気回復によって、企業部門の改善は進んだが、勤労者への波及は遅れてきた。2005年になり、雇

用や所得環境の改善を通じて、ようやく波及がみられるようになったものの、2006年の定率減税圧縮

や、2017年までの段階的な年金保険料引き上げが予定されており、家計・消費の動向が、景気の先行

きにとって懸念材料となっている。所得環境の改善が、今後の経済成長の重要な鍵を握るところとな

っている。 

 

(1) ＧＤＰの動向 

 

わが国の名目ＧＤＰは、2003年度にプラスに転じ、2003年度、2004年度は前年度比0.8％増となった。

2004年10～12月期に前年同期比0.2％増、2005年１～３月期に同0.3％増と低迷したものの、４～６月

期には同1.3％増、７～９月期には同1.8％増と成長が拡大している。需要項目別には、内需は、個人

消費等の民間最終消費支出が2005年１～３月期0.4％増、４～６月期1.2％増、７～９月期1.5％増、設

備投資を示す民間企業設備が、2005年１～３月期4.3％増、４～６月期6.9％増、７～９月期5.9％増と

堅調に推移したことから、内需の寄与度は、2005年１～３月期0.9％増、４～６月期1.9％増、７～９

月期2.6％増と拡大し、成長を牽引した。一方、輸出を前年同期比でみると、2005年１～３月期4.8％

増、４～６月期5.4％増、７～９月期8.4％増と増加が続いているが、輸入の増加が大幅に上回ったた

めに、外需の寄与度は、2005年１～３月期△0.6％、４～６月期△0.7％、７～９月期△0.8％となって

いる。（図表１） 
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また、2005年度の経済見通しは、年初の政府見通しでは、名目で1.3％、実質で1.6％の成長が見込

まれている。2005年11月時点の民間15機関の経済見通しの平均は、2005年度の名目ＧＤＰが1.6％、実

質ＧＤＰが2.6％、2006年度の名目ＧＤＰは1.9％、実質ＧＤＰは2.1％のプラス成長が予測されており、

８月時点の見通しから上方修正されている。（図表２） 

 

図表２ 民間15機関の2005-06年度経済見通し 

 

 

 

 

 

(2) 景気指標の動向 

 

９月の景気動向指数（改定値）は景気の現状を示す一致指数が50.0％となった。一致指数は６月ま

で４カ月続けて景気判断の分かれ目である50％超となったが、７月以降は50％を挟んで一進一退とな

っている。（図表３） 

 

図表３ 景気指標の推移 
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鉱工業指数は、2004年10～12月期には生産指数が前年同期比1.8％増に対して在庫指数が同△0.3％

となり、生産指数が在庫指数を上回っていたが、2005年１～３月期には生産指数が同1.4％増、在庫指

数が同2.7％増となり、在庫指数が生産指数を上回る状況となった。その後も、４～６月期は生産指数

が同0.3％増、在庫指数が同2.4％増、７～９月期は生産指数が同0.1％増、在庫指数が同3.3％増とな

った。 

一方、機械受注統計は、国内の設備投資の先行指標となる「船舶・電力を除く民需」が、2005年4

～６月期は前年同期比2.0％増、７～９月期は同8.7％増となり、増加基調が続いている。また、10～

12月は10.2％と大幅増の見通しとなっている。需要者別で製造業をみると、2005年７～９月が前年同

期比14.6％増、10～12月見込みが同10.4％増と２桁台の増加が見込まれている。 

 

(3) 物価の動向 

 

消費者物価指数は、2004年度は前年比△0.0％となったが、2005年７月、８月、９月には前年同月比

△0.3％と緩やかなデフレ傾向が続いている。類別にみると工業製品は2005年8月に前年比0.6％増、９

月に前年比0.4％増、となるなど、小幅な上昇が続いている。デフレ脱却の判断となる生鮮食品を除く

総合では、2005年４～９月の平均が△0.1となり、マイナス幅の縮小が見られている。（図表４） 

 

図表４ 物価の動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業物価指数は、2004年度は前年比1.5％増となった。2005年度も上昇が続き、10月は1.9％増とな

っている。素材価格の上昇により、石油製品、非鉄金属、鉄鋼、化学製品などが上昇している。（図表

５） 
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図表５ 国内企業物価指数の動向（2005年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

輸入物価指数も上昇が続いている。2005年10月には、石油・石炭・天然ガスが前年同期比51.3％増、

金属同製品が同23.4％増となるなど、石油、原材料価格の上昇により、総平均で18.3％増となってい

る。（図表６） 

 

図表６ 輸入物価の動向（2005年･前年比上昇率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、民間33機関による2005年８月時点での2005～06年度の消費者物価指数の見通しは、2005年度

予測は△0.00％、2006年度予測は0.28％となっており、デフレ脱却が近いと予測されている。 
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(4) 家計・消費の動向 

 

総務省「家計調査」によると、98年以降、勤労者世帯の実収入、消費支出、可処分所得ともに、減

少が続いてきた。2004年度の名目実収入は、前年比0.6％増となったが、可処分所得は同0.2％増に留

まっている。一方、消費支出は同0.8％増となり、可処分所得の伸びを上回った状況が続いている。し

かしながら、2005年度を名目でみると、実収入は、７月△3.9％、８月△2.8％、９月△3.2％、可処分

所得は、７月△3.6％、８月△2.5％、９月△3.3％、消費支出は、７月△3.6％、８月△1.7％、９月△

0.9％となるなど、マイナス傾向が続いている。（図表７） 

 

図表７ 家計の動向（全国・勤労者世帯、前年比・前年差） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内閣府「消費動向調査」によって、消費者意識の指標の推移をみると、2003年6月以降、暮らし向き、

収入の増え方、雇用環境、耐久消費財の買い時判断ともに上昇が続いており、消費マインドは高まっ

ている。（図表８） 

一方、2004年１月には、配偶者特別控除のうち配偶者控除に上乗せして適用される分が廃止され、

10月からは厚生年金の保険料率が毎年0.354％引き上げられることとなった。2006年１月より、定率減

税幅を20％から10％へ引き下げることになり、2007年からは廃止も検討されるなど、家計への負担増

が見込まれている。（図表９） 
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図表８ 消費者意識指標の推移(一般世帯､季節調整値) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表９ 所得税・個人住民税と社会保険料の改定 
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経済産業省「商業販売統計」では、大型小売店販売額は、2004年度前年度比△4.0％となり、2005

年以降もマイナスが続いているものの、商業販売全体では、2004年度は前年比2.5％増となり、2005

年８月は前年同月比4.6％増、９月は同1.4％増となり、増加傾向が続いている。（図表10) 

 

図表10 商業販売額及び前年比増減率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 設備投資の動向 

 

2005年４～６月期の財務省「法人企業統計」によると、全産業の設備投資（ソフトウエア投資額を

含む）は前年同期比7.3％増の10兆4886億円となり、９四半期連続で前年を上回った。鉄鋼や化学など

が牽引し、製造業が19.8％増と大幅増となった。全産業の経常利益が12.9％増えるなど収益拡大が続

いていることが、企業の旺盛な投資意欲に結びついている。 

日銀「短観」で2005年度の設備投資計画をみると、全産業で6.8％増、製造業で13.0％増、金属産業

で15.9％増となり、いずれも３年連続の増加の見通しとなっている。(図表11) 

 

(6) 公共投資の動向 

 

建設大手50社の公共機関からの建設工事受注額は、2004年度は前年比△0.9％となり、2002年度同△

9.6％、2003年度同△12.0％から、マイナス幅が縮小している。2005年４～９月の累計では、国の機関

が20.6％増、地方の機関が△0.7％となり、公共機関全体では9.5％増となっている。(図表12) 

建築着工床面積は、建築主が国、都道府県、市区町村など公共では、97年度以降マイナスが続いて

おり、2004年度は△19.4％と大幅な減少となった。(図表13) 
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図表11 設備投資の動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表12 建設工事受注額の動向（大手50社、前年同期比） 
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図表13 建築着工の動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7) 貿易の動向 

 

2004年の輸出金額は、前年比12.1％の高い伸びとなった。中国における在庫増で2004年後半から伸

び悩んだものの、増加基調が続いている。2005年半ば以降は回復傾向となっており、直近の2005年８

月は9.1％増、９月は8.8％増となっている。2004年の輸入金額は、前年比10.9％増となった。2005年

以降は、輸出の伸びを上回る伸びとなり、2005年８月には21.2％増となっている。(図表14) 

 

図表14 輸出入の動向（前年同月比） 
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2005年９月時点での金属産業関連の各品目は、鉄鋼、非鉄金属、金属製品が前年同月比２桁増とな

るなど、いずれも前年から増加している。(図表15) 

 

 

図表15 品目別の輸出動向（前年同月比） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(8) 企業収益の動向 

 

日銀「短観」による2005年度の収益状況は、全産業で売上高が2.1％増、営業利益が4.3％増を見込

まれており、金属産業においても、売上高が3.4％増、営業利益が6.5％増と、いずれも改善が見込ま

れている。(図表16、17) 

また、金属産業の中期的な売上高営業利益率の推移を財務省「法人企業統計」でみると、98、99年

には2.2％にまで低下していたが、2004年は5.1％となり、バブル期の1991年を越える高水準となって

いる。(図表18) 

財務省「法人企業統計」による金属産業の財務状況は、2000～2003年にかけて自己資本比率の改善

が停滞したものの、2004年には39.3％となり、2003年37.7％から大きく改善した。(図表19) 

しかしながら、日銀「短観」で売上高営業利益率と売上高人件費比率の関係をみると、金属産業で

は、売上高営業利益率が2004年度4.89％から2005年度5.04％へと0.15ポイント増加する一方で、売上

高人件費比率は2004年度13.90％から2005年度13.61％へと0.29ポイントと大幅に低下することが見込

まれている。 
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図表16 産業別企業収益の動向（規模計） 
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図表17 産業別企業収益の動向（規模別） 
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図表18 売上高営業利益率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表19 産業別の自己資本比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(9) 集計対象Ａ組合の収益動向 

 

集計対象Ａ組合（組合員1,000人以上）61組合における2006年３月決算予測を東洋経済「会社四季報」

でみると、単独決算では、売上高は増収予測が40社、減収予測が19社、営業利益は増益予測が41社、

減益予測が18社、経常利益は増益予測が41社、減収予測が18社となり、３分の２の企業で増収、増益

傾向となっている。６月時点予測と９月時点予測を比較すると、売上高では上方修正が18社、下方修

正が６社、営業利益では上方修正が18社、下方修正が８社、経常利益では上方修正が18社、下方修正
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が９社となり、３分の１程度の企業が上方修正となっている。また、連結決算では、売上高は増収予

測が51社、減収予測が10社、営業利益は増益予測が50社、減益予測が11社、経常利益は増益予測が47

社、減収予測が14社となっている。（図表20） 

 

図表20 集計対象Ａ組合の業績予測状況 
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(10)雇用の動向 

 

① 完全失業率と有効求人倍率 

2004年度の完全失業率は4.6％となり、依然として高水準に留まっているものの、2003年度の5.1％

から改善した。2005年７月は4.41％、８月は4.34％、９月4.23％と改善傾向が続いている。(図表21) 

 

 

図表21 雇用指標の推移（季調値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2004年度の有効求人倍率は0.86倍となり、2003年度の0.69倍から改善した。2005年９月は0.97倍

となり、改善が続いている。就労形態別の有効求人倍率をみると、パートを除く有効求人倍率が2005

年９月に前年同月の0.74倍から0.86倍へと大幅に改善しており、正社員を中心とした改善となって

いる。(図表22) 

 

図表22 就労形態別の有効求人倍率 

 

 

 

 

 

 

 

年齢別の失業率をみると、2004年は平均4.7％に対して、15～24歳9.5％、25～34歳5.7％、35～44

歳3.9％、45～54歳3.4％、55～64歳4.5％となり、若年層の失業率が高水準になっている。2005年に
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入ってからは、企業の採用意欲が高まる中で、15～24歳では完全失業率が前年差１ポイント以上改善

するなど、若年層を中心とした雇用の改善がみられるが、依然として高水準となっている。(図表23) 

 

図表23 年齢階級別完全失業率 

 

 

 

 

 

 

 

② 産業別雇用者数 

2004年度の雇用者数を産業別にみると、全産業では前年比15万人増の5,355万人、製造業では22

万人減少し1,061万人となった。金属産業では、557万人となり、2003年度の564万人から７万人の減

少となった。産業別にみると、鉄鋼業、金属製品製造業、一般機械器具製造業、精密機械器具製造

業、電気機械器具製造業、情報通信機械器具製造業では減少しているが、非鉄金属製造業、電子部

品・デバイス製造業、輸送用機械器具製造業では増加している。(図表24) 

 

図表24 産業別雇用者数の推移 
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③ 雇用形態別雇用者数の動向 

雇用形態別の雇用者数を総務省「労働力調査」でみると、正規の職員・従業員の比率が低下する

傾向が続いている。2004年１～３月期と2005年１～３月期を比較すると、雇用者数は、5,333万人か

ら5,324万人へと減少している。このうち、正規の職員・従業員は3,380万人から3,333万人へと47

万人減少し、雇用者に占める割合は63.4％から62.6％へと縮小している。これに対して、正規以外

の職員・従業員は、1,555万人から1,591万人へと36万人増加し、その割合は29.2％から29.9％へと

拡大している。このうち、パート・アルバイトは1,106万人から1,095万人へと減少しているが、派

遣社員は62万人から95万人へと33万人増加している。(図表25) 

 

図表25 雇用形態別雇用者数の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 雇用の過不足状況と採用状況 

厚生労働省「労働経済動向調査」で雇用の過不足状況を不足から過剰を引いたＤ.Ｉ.値でみると、

2005年８月には調査産業計で10ポイントの不足超過となった。産業別には、消費関連製造業が14ポ

イント、素材関連製造業が11ポイント、機械関連製造業が20ポイント、それぞれ不足が過剰を上回

り、2004年以降、雇用の不足感が強まっている。2005年８月調査を職種別にみると、専門・技術職

31ポイント、技能工が23ポイントなど、管理職を除くすべての職種で不足超過となっている。(図表

26、27) 

厚生労働省「大学卒業者就職状況調査」（2005年10月１日現在）「高校・中学新卒者の就職内定状

況等（2005年９月末現在）」によると、2006年新規学卒者の内定状況は、大学新卒者では前年同期比

4.5ポイント上回り、高校新卒者は前年同期比5.1ポイント上回り、新卒者の採用が拡大している。 
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図表26 雇用の過不足状況（Ｄ.Ｉ.） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表27 職種別の過不足状況（Ｄ.Ｉ.） 

 




